
事業概要シート

≪

【事業の目的・概要・対象】

【背景】

7,302 千円

3,656 ≫千円

国庫支出金 千円
県支出金 千円
地方債 千円
その他 千円
一般財源 7,302 千円

担当課 市民環境部地域げんき課 課長 山田　充哉

担当者 松添　航大 問合せ先 0957-53-4111（内線185）

施策 2301 地域コミュニティの活性化
≪≫の金額　現年度当初・補正予算、前年度繰越額の合計
　　　　　　※補正予算要求時は今回の補正予算額を除く
　　　　　　※次年度予算要求時は次年度繰越額を除く

事業名 市民活動支援事業 拡充 予算額

事業期間 ～ 財
源
内
訳

根拠法令
要綱等

　これまで市は町内会から防犯灯設置の要望を受け、設置を行ってきた一方、その管理費は町内会が負担して
きた。しかし、防犯灯の数や設置場所によっては大きな負担となっている。今回の補助で町内会は財政的な負
担が軽減され、その資金を町内会活動などに充てることができる。また、町内会未加入者の住民が防犯灯によ
る恩恵を受けることについて、加入者にとっては不公平があるため、市が補助することで不公平感の解消につ
ながる。市が防犯灯の電気代に対する補助を検討することは、地域社会の安全を強化し、公平性を確保するた
めの重要な取組みとなる。

（事業目的）
　市民が参加しやすい環境づくりを行うことにより、市民主催行事や自治会活動・ボランティア活動など市民
活動の充実を図る。

（事業内容）　
①市民総合賠償補償保険の加入
②自治会活動傷害保険の補助
③地域活動等傷害見舞金制度
④町内会防犯灯電気代の補助（R7年度より拡充）
（④概要等）
　町内会活動の支援を目的として、現在町内会の要望により市（安全対策課）が設置し、町内会が電気代等を
負担している防犯灯の電気代に対する補助金（１／２程度）を交付することで、町内会の財政的な負担軽減、
地域の安全意識向上につなげる。対象は市内１７０町内会
　令和７年予算　総数3,710灯×１灯あたりの年額1,930円×補助１／２＝３，５８０千円

④事業イメージ

大村市

補助金交付申請

補助金交付

町内会

（１７０）
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【活動指標】

①

②

【成果指標】

①

②

【予算・決算】（千円）

指標名 単位
Ｒ５
(実績)

Ｒ６
(計画)

Ｒ７
(計画)

Ｒ８
(計画)

Ｒ９
(計画)

補助する町内会数 計画値 団体数 170 170 170 170 170

計画値

指標名 単位
Ｒ５
(実績)

Ｒ６
(計画)

Ｒ７
(計画)

Ｒ８
(計画)

Ｒ９
(計画)

町内会加入率
（第５次総合計画）

計画値 % 76.8 76.8 76.8 76.8 76.8

計画値

事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ 合計
事業費 3,537 3,567 3,656 7,302 7,360 7,418 32,840

国庫支出金 0 0 0 0 0 0 0
県支出金 0 0 0 0 0 0 0
地方債 0 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0 0
一般財源 3,537 3,567 3,656 7,302 7,360 7,418 32,840
人件費 1,454 1,454 1,454 1,454 1,454 1,454 8,725
職員(人) 0.20人 0.20人 0.20人 0.20人 0.20人 0.20人 1.20人

時間外勤務(h) 0h 0h 0h 0h 0h 0h 0h
会計年度任用職員(人) 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人
フルコスト 4,991 5,021 5,110 8,757 8,814 8,872 41,565

妥当性
(市の関与)

本事業を拡充するために実施する防犯灯管理費に対する電気代補助により、町内会の財政的
な負担軽減につながり、町内会活動の活性化を図ることができるため、市の関与は妥当であ
る。

有効性
(施策貢献度)

本事業により、市民主催行事や自治会活動など市民が参加しやすい環境づくりを図ることが
できる。また、市が町内会の防犯灯電気代を補助することで、適切な防犯灯の管理が促進さ
れることになり、地域の安全確保につながることで、町内会未加入者に町内会活動の理解が
深まるきっかけとなり、加入率の向上に寄与するものと考える。

効率性
(コスト)

必要最小限の経費を計上しており、防犯灯の補助についても市が設置した台数分として計上
している。

1次評価 担当者記載のとおり

2次評価 1次評価のとおり


